
 

   米子市市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準 

   に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」

という。）第３４条第１１号及び第１２号並びに都市計画法施行令（昭

和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）第３６条第１項第３

号ハの規定に基づき、市街化調整区域に係る開発許可及び法第４３条第

１項の許可の基準について、法及び政令で定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

 ⑴ 市街化不適当区域 政令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる

土地の区域に該当する土地の区域として市長が指定するものをいう。 

 ⑵ 住宅建築禁止区域 地区計画において住宅を建築してはならないこ

ととされている区域、特別用途地区のうち条例により住宅を建築して

はならないこととされている区域、工業専用地域及び流通業務地区（

流通業務市街地の整備に関する法律（昭和４１年法律第１１０号）第

４条第１項に規定する流通業務地区をいう。）をいう。 

 ⑶ 大規模連たん区域 直近にある建築物又は第１種特定工作物（以下

「建築物等」という。）の敷地（建築物等が建設される土地及びその

周辺の土地（当該建築物等を使用し又は管理する者が、その効用を増

加させるため、所有権その他の権原に基づいて使用し又は管理するも

のに限る。）をいう。以下同じ。）からおおむね５０メートル以内に

その敷地の全部又は一部がある建築物等がおおむね５０以上連たんし

ている区域をいう。 



 

 ⑷ 自己用住宅 建築主（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

２条第１６号に規定する建築主をいう。）が自己の日常生活の用に供

する住宅をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、法及び政

令に規定するところによる。 

 （市街化不適当区域の告示） 

第３条 市長は、前条第１項第１号の規定により市街化不適当区域を指定

したときは、その都度、その旨を告示しなければならない。告示した事

項を変更したときも、同様とする。 

 （市街化区域と一体的な地域） 

第４条 法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域（以下「指定区

域」という。）は、この条例の施行時における大規模連たん区域内の土

地（市街化不適当区域内に所在するものを除く。）のうち、次に掲げる

要件のすべてを備えた区域とする。 

 ⑴ 市街化区域（住宅建築禁止区域を除く。）と市街化調整区域（住宅

建築禁止区域を含む。）との境界から１キロメートル以内にその区域

の全部又は一部がある区域内に所在すること。 

 ⑵ 建築基準法第４２条第１項第１号又は第２号に規定する道路に接す

る土地であること。ただし、区域区分に関する都市計画が決定された

日（以下「区分決定日」という。）以前から宅地であった土地につい

ては、同条に規定する道路に接すれば足りる。 

 ⑶ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第１２項に規定する給

水区域（同条第２項に規定する水道事業に係るものに限る。）内に所

在すること。 

 ⑷ 次のいずれかに該当する区域内に所在すること。 

  ア 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により



 

排水区域（同法第２条第７号に規定する排水区域をいう。以下この

号において同じ。）として公示した区域又は排水区域となることが

計画されている地域として定めた区域 

  イ 米子市農業集落排水施設条例（平成１７年米子市条例第１５８

号）第４条の規定により、同条例第２条第１号に規定する農業集落

排水施設により汚水（同号に規定する汚水をいう。）を排除すべき

区域として公示した区域 

 （接道の幅員） 

第５条 指定区域が接する道路は、建築基準法第４２条第１項第１号又は

第２号に規定する道路に接続しなければならない。ただし、区分決定日

以前から宅地であった土地が接する道路にあっては、同条に規定する道

路に接続すれば足りる。 

 （環境の保全上支障がある予定建築物等の用途） 

第６条 法第３４条第１１号の条例で定める用途は、建築基準法別表第２

(い)項第１号又は第２号に掲げる建築物（地階を除く階数が、３以下の

自己用住宅に限る。）以外の用途とする。 

 （市街化を促進しない開発行為等） 

第７条 法第３４条第１２号の条例で定める開発行為及び政令第３６条第

１項第３号ハの条例で定める建築物の新築、改築若しくは用途の変更又

は第１種特定工作物の新設は、別表の左欄に掲げる目的に応じ、同表の

中欄に掲げる区域において同表の右欄に掲げる用途に供するために行う

ものとする。 

 （委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 



 

１ この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。ただし、附則第３

項の規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例は、この条例の施行の日以後にその許可に係る申請を行う開

発行為等について適用し、同日前にその許可に係る申請を行った開発行

為等については、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ 第２条第１項第１号に規定する市街化不適当区域の指定に関し必要な

行為は、この条例の施行の日前においても、行うことができる。 



 

別表（第７条関係） 

１ 市街化調整区域（区域区分に関す

る都市計画が決定されたことにより

市街化区域と市街化調整区域とに分

断された町等の市街化区域内の部分

を含む。）内に継続所有地（区分決

定日以前から所有している土地（区

分決定日以前から所有していた土地

との交換分合（農業振興地域の整備

に 関 す る 法 律（ 昭 和 44年 法 律 第 58

号）その他の法令の規定に基づく交

換分合をいう。以下同じ。）により

区分決定日以後に取得したもの及び

区分決定日以前に所有していた者か

ら区分決定日以後に相続により取得

したものを含む。）をいう。以下同

じ。）を有し、当該継続所有地に建

設された自己用住宅に居住している

者（法令の規定に基づいて区分決定

日以後に市街化調整区域内に自己用

住宅を建設し、これに居住している

者 を 含 む 。 以 下 「 本 家 者 」 と い

う。）と同居し、又は同居していた

二親等以内の親族であって、次の各

号のいずれかの事由により現在居住

している住宅に引き続き居住するこ

とが困難なもの（本家者と同居する

ことが困難な者に限る。以下「継続

居住困難者」という。）が、自己用

住宅を建設する目的（当該継続居住

困難者、その同居者又はその本家者

が、市内に他に当該継続居住困難者

の自己用住宅とすることができる建

築物を所有しておらず、かつ、本市

の市街化区域内にその建設が可能な

土 地 も 所 有 し て い な い 場 合 に 限

る。） 

 ⑴  婚姻、出産等による同居者の増

加 

 ⑵  独立して生活することが適当と

認められる世帯の分離 

 ⑶  家業、同居者の介護等のための

より広い居住空間の確保 

 ⑷  災害による住宅の損壊、家主か

らの退去要請その他やむを得ない

事情 

その本家者の継続所

有地又は区分決定日

以前から宅地であっ

た土地（いずれも、

本家者の居住する町

等の区域又はこれに

隣接する町等の区域

内に所在するものに

限る。）の区域 

建 築 基 準 法 別

表第 ２ (い )項

第 １ 号 に 掲 げ

る建築物 

 
 
 

  

   



 

２  土地収用法（昭和 26年法律第 219

号）第３条各号のいずれかに該当す

るものに関する事業の施行のため自

己の所有する建築物等を移転し、又

は除却する必要のある者が、当該建

築物等（以下「移転等に係る建築物

等」という。）に代わる建築物等（

その者の所有する一団の土地の一部

が当該事業の用地となった場合にあ

っては、その残地に建設することが

できないものに限る。以下「代替建

築物等」という。）を建設する目的

（その者又はその同居者（以下「移

転者」という。）が、当該事業が施

行される本市の区域内に他に代替建

築物等とすることができる建築物等

を所有しておらず、かつ、本市の市

街化区域内にその建設が可能な土地

も所有していない場合に限る。） 

当該事業が施行され

る本市の区域（移転

等に係る建築物等が

市街化区域内に所在

す る 場 合 に あ っ て

は、当該事業に係る

土地収用法第 16条 の

規定による事業の認

定の日以前から移転

者が所有している土

地（当該認定の日以

前から所有していた

土地との交換分合に

より当該認定の日以

後に取得したもの及

び当該認定の日以前

に所有していた者か

ら当該認定の日以後

に相続により取得し

たものを含む。）又

は当該事業の起業者

が代替建築物等の用

地としてあっせんす

る 土 地 の 区 域 に 限

る。） 

移 転 等 に 係 る

建 築 物 等 と 同

一 の 用 途 の 建

築 物 （ 敷 地 の

面 積 及 び 延 床

面 積 が 、 移 転

等 に 係 る 建 築

物 等 の 敷 地 の

面 積 及 び 延 床

面 積 の 、 そ れ

ぞれ1.5倍を超

え な い も の に

限る。） 

３ 大規模連たん区域において、次の

各号のいずれかに該当する継続居住

困難者が、自己用住宅を建設する目

的（当該継続居住困難者、その同居

者又はその本家者が、市内に他に当

該継続居住困難者の自己用住宅とす

ることのできる建築物を所有してお

らず、かつ、本市の市街化区域内に

その建設が可能な土地も所有してい

ない場合に限る。） 

 ⑴  当該大規模連たん区域内に継続

所有地のある者 

 ⑵  当該大規模連たん区域内に10年

以上継続して居住している者 

 ⑶  区分決定日以後に当該大規模連

たん区域内に移転等に係る建築物

等に代わるものとして自己用住宅

を建設し、これに居住している者 

 ⑷  本家者と同居し、又は同居して

いた二親等以内の親族 

大規模連たん区域（

左欄第１号に掲げる

者については、その

継続所有地の区域に

限る。） 

建 築 基 準 法 別

表第 ２ (い )項

第 １ 号 又 は 第

２ 号 に 掲 げ る

建築物 

 

  
 
  

  

   



 

４  大規模連たん区域において、次の

各号のいずれかに該当する者が、自

己の業務の用に供する工場、事務所

又は店舗（以下「自己の工場等」と

いう。）を建設する目的 

 ⑴  区分決定日以前から当該大規模

連たん区域内に居住している者の

世帯に属する者 

 ⑵ 前項第３号に掲げる者 

大規模連たん区域 自 己 の 工 場 等

（ 敷 地 の 面 積

が 1,000平方メ

ー ト ル を 超 え

ず 、 か つ 、 店

舗 に あ っ て は

延床面積が500

平 方 メ ー ト ル

を 超 え な い も

のに限る。） 

５ 集会所その他これに類する施設（

次に掲げる要件のすべてを備えたも

の に 限 る 。 以下 「 集 会 所 等 」 と い

う。）を建設する目的 

 ⑴  当該集会所等が建設される町等

に居住する者（以下「周辺住民」

という。）が主として利用するこ

とになると見込まれること。 

 ⑵  周辺住民の地縁に基づいて形成

された団体により管理及び運営が

行われていること。 

 ⑶  他の用途と併用されるものでな

いこと。 

周辺住民が居住する

町等の区域 

 

集会所等 

６ 既存の建築物等を増築し、又は改

築する目的 

 

既 存 の建築物等の敷

地の区域 

既 存 の 建 築 物

等 と 同 一 の 用

途 の 建 築 物 等

（ 延 床 面 積 が

既 存 の 建 築 物

等 の 延 床 面 積

の ２ 倍 を 超 え

な い も の に 限

る。） 

７  既 存 の自己用住 宅の敷地を拡張

し、及び当該敷地において当該既存

の自己用住宅を増築し、又は改築す

る目的 

 

既 存 の自己用住宅の

敷地及びその隣接地

（公共の用に供され

る道路その他の施設

によって当該敷地と

隔てられている土地

であって、当該施設

の敷地が存在しない

ものとした場合には

当該既存の自己用住

宅の敷地に隣接する

こととなるものを含

む。）の区域 

既 存 の 自 己 用

住 宅 と 同 一 の

用 途 の 自 己 用

住 宅 （ 敷 地 の

面 積 が 既 存 の

自 己 用 住 宅 の

敷地面積の1.5

倍 を 超 え ず 、

か つ 、 延 床 面

積 が 既 存 の 自

己 用 住 宅 の 延

床 面 積 の ２ 倍

を 超 え な い も

のに限る。） 
 
 

  
   



 

８  次の各号のいずれかの事由により

移転される建築物等（以下「移転建

築物等」という。）に代わる建築物

等を建設する目的 

 ⑴  鳥取県建築基準法施行条例（昭

和47年鳥取県条例第43号）第２条

第１項の規定により指定された災

害危険区域内又は同条例第４条各

号 に 定 め る 区 域 内 に 所 在 す る こ

と。 

 ⑵  土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成12年法律第57号）第８条

第１項の規定により指定された土

砂災害特別警戒区域内に所在する

こと。 

 ⑶  地すべり等防止法（昭和33年法

律第30号）第24条第４項の規定に

より公表された関連事業計画に基

づいて行うものであること。 

 ⑷  急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律（昭和 44年法律第

57号）第９条第３項の規定による

勧告を受けたこと。 

 ⑸  建築基準法第10条第１項の規定

による勧告を受けたこと。 

移転建築物等の所在

する区域 

移 転 建 築 物 等

と 同 一 の 用 途

の 建 築 物 等 （

敷 地 の 面 積 及

び 延 床 面 積

が 、 移 転 建 築

物 等 の 敷 地 の

面 積 及 び 延 床

面 積 の 、 そ れ

ぞれの1.5倍を

超 え な い も の

に限る。） 

９ 優良田園住宅の建設の促進に関す

る法律（平成10年法律第41号）第４

条第１項の認定を受けた優良田園住

宅建設計画（以下この項において「

田 園 住 宅 計 画」 と い う 。 ） に 基 づ

き、優良田園住宅（自己用住宅に限

る。）を建設する目的 

田園住宅計画に定め

られた優良田園住宅

の建設の促進に関す

る法律第４条第２項

第１号に規定する土

地の区域 

 

建 築 基 準 法 別

表第 ２ (い )項

第 １ 号 又 は 第

２ 号 に 掲 げ る

建築物 

 

10 市内に他に自己用住宅とすること

ができる建築物を所有しておらず、

かつ、本市の市街化区域内にその建

設が可能な土地も所有していない者

が、自己用住宅を建設する目的 

 

区 分 決定日以前に造

成工事が完了し、若

しくは施行中であっ

た住宅団地として鳥

取県知事が鳥取県開

発審査会の議を経て

認定したものの区域

又は土地区画整理法

（昭和29年法律第119

号 ） 第２条第８項に

規定する施行区域 

建 築 基 準 法 別

表第 ２ (い )項

第 １ 号 又 は 第

２ 号 に 掲 げ る

建築物 

 

 


